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研究成果の概要（和文）：本研究では、海外進出を進めている日本の介護サービス事業所を対象として、中国の
圏域ごとに異なる労働環境の実態及び課題を明らかにするとともに、国際感覚を養いグローバルに活躍できる福
祉人材育成プログラムを構築するための基礎資料を収集することを目的にした。①パートナーシップ企業との契
約交渉、②海外介護事業所の運営　③現地職員の人材育成　④国際ネットワークの構築　⑤ICT活用におけるコ
ミュニケーション

研究成果の概要（英文）：In this study, I clarify the actual situation of the differentl　
aborcircumstances and a problem every sphere of China for Japanese care service establishments 
stimulating an overseas advance.　and It was intended to collect basic documents to build the 
welfare personnel training program that developed an international sense, and could play an active 
part in global.① Contract negotiation with the partnership company② Administration of the overseas
 nursing care business and there③ Personnel training of the local staff④ Construction of the 
international network⑤ Communication in the ICT utilization

研究分野：社会福祉、介護サービス

キーワード： 介護サービス事業所　介護職員　海外進出　中国　マッチング　人材育成　ネットワーク構築
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）

１． 研究開始当初の背景 

近年、東アジアの国では、少子化の進展と
平均寿命の伸長により、急速に高齢化が進ん
でいる。その中で、高齢化が進展するアジア
という大きな市場増の観点から介護サービ
スの期待が高まっている。しかし、高齢者に
関する社会保障および介護サービス等、関連
基準の法律の整備が整っておらず、高齢者産
業をけん引・支援する整備の未熟なところが
多い。また、一般的に、介護に関する事業経
営の手法が確立されておらず、担当者ベース
で事業所を立ち上げるところも多く、思うよ
うに事業展開が進んでいないのが現状であ
る。 

そのような中で、日本の高い介護技術・経
営手法を取り入れ、事業展開を推し進める外
国企業も現れている。日本企業の課題として、
日本と現地の情報をうまく収集し、利活用し
たり、現地職員に日本の技術を伝えることが
できる人材がいないという指摘がある。 

以上のことから、海外で働くグローバルな
福祉専門職の人材育成が重要であり、そのた
めに支援を実施できる多角的な視点を含む
プログラムを作成し、広く一般の専門職に普
及させる必要がある。 

２．研究の目的 

本研究では、海外進出を進めている日本の
介護サービス事業所を対象として、中国の圏
域ごとに異なる労働環境の実態及び課題を
明らかにするとともに、国際感覚を養いグロ
ーバルに活躍できる福祉人材育成プログラ
ムを構築するための基礎資料を収集するこ
とを目的にしている。 

具体的には以下の通りである。 

現地のパートナーシップ企業とのマッチ
ングに注目し、日本企業と中国企業が合弁会
社を設立するにあたっての現状や課題につ
いて調べた。 

主な目的としては、（１）本研究では、現
地のパートナーシップ企業とのマッチング
に注目し、日本企業と中国企業が合弁会社を
設立するにあたっての現状や課題について
調べた。 

（２）現地介護サービス事業所の海外進出に
関わる職員の役割や連携・協働の成果につい
て調べた。 

（３）海外拠点における介護事業所のインフ
ラを整備していくだけではなく、ICT を用い
てグローバルな介護支援ネットワークの構
築に着目し、日本国内にある介護事業所から
海外拠点に対するガバナンス調整の課題を
明らかにし、その役割と連携・協働の成果を

探り、国際間のネットワークの構築やコミュ
ニケーション環境の改善に寄与することを
目的とした。 

３．研究の方法 

研究目的に照らして、半構造化インタビュ
ーに基づく、質的研究法を採用した。研究協
力者の選定にあたっては、①海外に現地事務
所を開設していること ②本社に海外事業
部が設置されていること ③海外事業担当
者は契約交渉に携わったことがある、という
三つの条件を設定した。 
機縁法に基づき、上記①～③の基準に該当

する介護サービス事業所（６社）から紹介を
受け、協力依頼を行った。調査期間は、①2015
年７～12 月である。インタビュー内容は、研
究協力者の同意のうえ、ＩＣレコーダーで録
音し、逐語録として文章化した。（GT）本研
究において分析対象にするのは、11～15 名の
海外事業担当者のインタビュー・データであ
る。（図１） 
研究協力者に対し、研究目的および方法、

個人情報の守秘・匿名性を文章および口頭で
説明を行った上で、同意書を得た。また、調
査結果の公表についても承諾を得ている。本
研究の実施にあたっては、筆者の所属機関
（調査実施当時）が設置する研究倫理委員会
の承諾を得ている。 

（図１） 

４．研究成果 

分析の結果、日本企業の海外事業担当者の
経験を構成するカテゴリーを生成し、カテゴ
リー間の関係を図式に表し、その構造と過程
を可視化した。以下に、分析により見出され



たカテゴリーを【】、サブカテゴリーを《》、
データを「」の論述を行い、担当者の経験を
たどることにする。 

以下、具体的な内容を示す。 

（１）現地のパートナーシップ企業とのマッ
チングに注目し、日本企業と中国企業が合弁
会社を設立するにあたっての現状や課題に
ついて調べた。 

【設立前の準備】として、《海外進出の目的・
目標》《設立の理由》があげられた。また、
課題については、「福祉や社会貢献を目的と
して事業を展開することを説明するが意図
が伝わらないことがある」「収益や儲けをど
のくらい出せるかを聞かれることがある」等
があげられた。 

【契約交渉】として、《業務分担および任意
の明確化》《取締役・役員の権限》《契約日時》
が示された。また、課題については、「短期
間で利益を得ることを求められるので、どの
ように実践していけばよいのか迷うことが
ある」「中国および日本側双方の管理者が就
くので、それぞれの強みを生かした事業が展
開できれば良い」等があげられた。 

【運営】に関しては、《販売戦略》《広報・宣
伝戦略》があげられた。また、課題について
は、「日本企業では、中国政府とのネットワ
ークが不足している」「地元行政の新制度サ
ービスおよび補助金等に対する情報が不足
している」等があげられた。 

（２）介護サービス事業所の海外進出に関わ
る職員の役割や連携・協働の成果については
以下の通りである。 

【職員の役割】として《施設周辺の環境整備》
「施設建設における困難」「備品の調達、設
置への困難」や《現地の調査や分析》「現地
の市場調査への困難」「事業計画過程の課題
（共同部分）「地域（エンパワーメント）、モ
チベーションの喪失」、《情報発信、メディア
対応》「メディア、マスコミからの問い合わ
せ、対応」「国内での問合せ・対応」「国外か
らの問合せ、対応」また、《現地行政機関へ
のアプローチ》「設置認可、取得の困難」「保
険実施の進捗状況に差がある」「サービス供
給体制に差がある」「補助金給付にバラツキ
がある」等、多義に渡っている。しかし、 《役
割分担への課題》「業務指導の問題」「管理総
括責任者への課題」「スタッフの育成、指導
の問題」が伴っていた。《介護サービスの理
念、手法の共有》として、「理念の共有が困
難」「認知症の知識不足」「日本式介護技術の
提供困難」「ブランド戦略の周知」が示され
た。 
【他職種と連携・協働の役割】を遂行するた

めには《現地ニーズの把握》「現地の労働環
境への対応」「慢性入院患者への対応問題」
「認知症高齢者の問題行動」また《適応・対
応力の強化》「職員への周知徹底体制の見直
し」「基礎教養の教育（特徴）」「介護技術の
指導（工夫）」、《即決・決断力》「時間調整の
問題」「役割分担の問題」「短期的な成果重視」、
《スピード対応》「調査が遅い」「計画から実
行に移すまで早い」と言った【管理職として
の積極的な行動】が挙げられていた。 

【職員の成果】として《職員の経験の蓄積》
「現地短期・長期滞在暮らし」「イベント・
交流会の参加」「訪問し契約時への交渉・面
談」「パートナーとの出会い」を実施するこ
とで、《職員の満足度》「企業倫理の習得」「異
文化理解」また、《異文化の違いに気付く》「言
語の違い」「文化や習慣の違いへの克服」、《介
護保険制度への依存問題》「利用者の個人負
担が多い」「計画、記録をする習慣がない」「要
介護の選別が難しい」が明らかになってきた。 

（３）海外拠点における介護事業所の ICT を
用いてグローバルな介護支援ネットワーク
の構築に着目し、日本国内にある介護事業所
から海外拠点に対するガバナンス調整の課
題について以下の通りである。 

情報通信機器を活用するうえでの事業所
の課題として【事業所内の施工】【ネット・
システム構築】【ネットワークの運用】【テク
ニカル・サポート】【トラブル解決】のカテ
ゴリーがあげられた。 
また、サブカテゴリーからの職員の課題と

しては、＜システム運用に関する負担軽減＞
「中国系のプロバイダーに問い合わせたが
よくわからない」「時差・タイムラグで業務
に支障がでた場合の配慮」が明らかにっなっ
た。職員や関連企業の課題として、＜コミュ
ニケーション環境の整備・対応＞「回線がつ
ながらず、日本人スタッフが不在でわからな
い」「外国人スタッフとコミュニケーション
が取りやすい場・雰囲気作りが必要」また、
＜教育支援ツールの移設・増設＞「ネットで、
職員とケアカンファレンスを実施したが操
作方法に工夫が必要であり・・」「通訳・翻
訳等に WEB検索エンジンを活用するが意味が
つながらない」であった。 

本研究のまとめ 

本研究における得られた成果については
以下ように挙げられた。 

（１）現地でのパートナーシップ企業との契
約交渉では、企業体系および、言葉や文化の
違いから積極的に関わりを持つことが難し
い。特に、一部であるが福祉や社会貢献にお
もむきを置きたい日本企業にとって、商業ベ
ースで儲けや売り上げを追求するビジネス



モデルには馴染まない傾向があった。 
そのような状況であっても、他の業種と連

携・協働しつつ、少しでもリスクの回避をし
ながら、そして現地の利用者の意向を組んだ
サービスを提供できるように、海外事業担当
者として積極的な行動やモチベーションの
強化が重要であると捉えている。今後は、法
規制、双方の商業習慣、ニーズの違いの差を
縮めるため、共通認識を深める取り組みが必
要である 

（２）介護職員に関わる役割や連携・技術の
成果については、職員の問題を明確にするこ
とが必要であると同時に、日本と中国の帰属
感、価値観、仕事の矜持を把握する必要がで
てくるであろう。中国の介護事業所では、「人
を良くする、そこから良い技術が生まれる」
「良い介護をするためには、まずは介護者自
身を良くしていこう」というような「介護職
員自身の健康・生活環境」の維持・向上があ
げられる。具体的には、「施設を自分の家と
呼ぶ」「職員は、兄弟姉妹のように平等であ
る」「24 時間開業している厨房」や「服・下
着等の生活用品の無料支給」「住居の提供」、
職員の夢を実現させるための「大学進学支
援」等が挙げられた。それぞれの地域性によ
る職員の働きやすい環境、嗜好等も十分踏ま
えた上での取り組みが必要であろう。 

（３）現地の利用者の意向を組んだサービス
を提供できるように、海外事業担当者として、
「国際的な社会資源（international care 
resources ）を活用した介護計画の作成」「国
際的に活躍できる管理職人材の育成」「国内
で採用した人材の国際化」「海外サービスに
おいて情報提供ができるスキル」が挙げられ
た。 
現在の課題としては、日本と現地の情報を

うまく収集し、利活用したり、現地職員によ
る介護サービスを国際的な視点で調整
（international care を management できる
技術）の開発が遅れ、日本・中国の高齢者に
サービスを普及できる人材が育っていない。
我が国の介護サービス事業所業界では、中小
零細企業も多く、そのほとんどが国内の市場
を優先することが多いため、海外に目を向け
る福祉専門職が育たないという現状がある。 

（３）ICT 活用に関する職員と現地のパート
ナーとでは「双方の関係を構築する」「話し
合う場を設けること」「意見を出し合うこと」
といった情報の共有する枠組みは同じであ
るが、「親しみやすい環境を作ること」「カン
ファレンス」「チームを作ること」「小さな変
化を逃さない」「見守りをする」においては、
それぞれ事業の捉え方に違いが認められた
ことから、ネットワークの構築に関して今後
なんらかの対応が求められる。 

海外に進出する介護サービス事業が現地
化するための課題について以下のようなこ
とが挙げられる。 

一つめは、各省(社区)の福祉政策にはイン
フラや国民意識の成熟頻度が異なっており、
運営資金として補助金を活用できる福祉サ
ービス事業とそうでない事業が存在するの
で展開が変わってくる。 
二つめは、介護の収益は未だに低い状態に

あり、マーケットを拡大できるような医療や
保健分野等、付加価値のあるものと組み合わ
せたビジネスモデルが必要である。 
三つめは、信頼できるパートナー探しであ

る。外国のパートナーは、日本の介護保険制
度や介護技術、人材育成には関心があるが、
日本人介護関係者と合弁を築きたいかは別
である。日本の他に欧米諸国の企業も進出し
ており、事業所同士が競合になるため配慮が
必要であろう。 
四つめは、知的財産の整備や管理の問題で

ある。介護は、サービス産業の種に入るため、
商品そのものの実体がなかなか見えづらい。 
また、海外進出するための戦略として、我が
国固有の介護ブランドを保持しながら、新た
な価値を創出するサービスを展開していく
ことが必要であろう。 
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